土壌汚染対策法に基づく「申請に対する処分」に係る審査基準及び標準処理期間（新旧対照表）
	改　正　案
	現　　行

	土壌汚染対策法に基づく「申請に対する処分」に係る審査基準及び標準処理期間

（平成２２年１月４日設定）

（平成２２年４月１日改正）

（平成２７年４月１日改正）
（平成３０年４月１日改正）
（令和２年６月９日改正）
（令和７年　月　日改正）
１～４（略）
５　「汚染土壌処理業の許可」（第２２条第１項）及び「汚染土壌処理業の変更の許可」（第２３条第１項）については、次のとおりとする。

※　審査基準　　　汚染土壌処理業に関する省令（平成２１年環境省令第１０号。以下「省令」という。）第１条第２号に定めるセメント製造施設に係るものについては別紙１（１）のとおりとし、省令第１条第５号ロに定める自然由来等土壌利用施設（自然由来等土壌海面埋立施設）に係るものについては別紙１（２）のとおりとする。
　　　　　　　　　上記以外の汚染土壌処理施設に係るものについては設定しない。
※　標準処理期間　設定しない
６～７　（略）
別紙１（１）
汚染土壌処理業（セメント製造施設）の許可に係る審査基準
１～２　（略）
３　次の通知等のとおりとすること。

(1) 汚染土壌処理業の許可及び汚染土壌の処理に関する基準について（平成31年３月１日環水大土発第１９０３０１８号環境省水・大気環境局土壌環境課長通知）

(2) 汚染土壌の処理業に関するガイドライン改訂第4.3版（令和６年４月環境省水・大気環境局環境管理課環境汚染対策室）

(3) 汚染土壌処理業の許可審査等に関する技術的留意事項（令和６年３月環境省水・大気環境局環境管理課環境汚染対策室）

４　汚染土壌処理施設の能力が次の基準に適合すること。

(1)～(6)　（略）
５　申請者の能力が次の基準に適合すること。

　(1)～(3)　（略）
（(4)削除）
別紙１（２）
汚染土壌処理業（自然由来等土壌利用施設（自然由来等土壌海面埋立施設））の許可に係る審査基準

１　法第22条第３項に規定する基準に適合すること。

２　法第22条第６項の環境省令で定める基準に適合する処理を的確に、かつ、継続して行うことができる設備及び事業経営計画を有すること。
３　次の通知等のとおりとすること。

(1)　汚染土壌処理業の許可及び汚染土壌の処理に関する基準について（平成31年３月１日環水大土発第１９０３０１８号環境省水・大気環境局土壌環境課長通知）
(2)　汚染土壌の処理業に関するガイドライン改訂第4.3版（令和６年４月環境省水・大気環境局環境管理課環境汚染対策室）
(3)  汚染土壌処理業の許可審査等に関する技術的留意事項（令和６年３月環境省水・大気環境局環境管理課環境汚染対策室）
４　汚染土壌処理施設の能力が次の基準に適合すること。

(1)　周辺の水域の水又は周縁の地下水を３月に１回以上採取し、土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号。以下「規則」という。）第６条第２項第２号の環境大臣が定める方法により、許可を申請する特定有害物質を測定することについて、申請書又はその添付書類に記載されていること。
(2)　汚染土壌の事業場外への流出を防止するため、汚染土壌の埋立場所が擁壁等で囲まれていること及び余剰となった保有水等を排出する場合は沈砂池等が設けられていること。 
５　申請者の能力が次の基準に適合すること。

(1)　申請者が、当該施設に係る土地及び施設について、継続的に使用する権原を有していること。
(2)　申請者の経理的基礎について、次のいずれかに該当する　こと。
ア　申請者が法人である場合には、利益が計上できていること又は自己資本比率が１割を超えていること。

イ　申請者が個人である場合は、利益が計上できていること。

ウ　ア又はイに該当しない場合にあっては、事業改善計画書、金融機関からの融資の状況を証する書類、中小企業診断士の診断書等から、事業を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有すると認められるものであること。

別紙２
汚染土壌処理業の譲渡及び譲受、合併又は分割並びに相続の承認に係る審査基準

１　法第22条第３項第２号及び省令第４条第２号に規定する基準に適合すること。

２　（略）
３　次の通知等のとおりとすること。

(1) 汚染土壌処理業の許可及び汚染土壌の処理に関する基準について（平成31年３月１日環水大土発第１９０３０１８号環境省水・大気環境局土壌環境課長通知）

(2) 汚染土壌の処理業に関するガイドライン改訂第4.3版（令和６年４月環境省水・大気環境局環境管理課環境汚染対策室）

(3) 汚染土壌処理業の許可審査等に関する技術的留意事項（令和６年３月環境省水・大気環境局環境管理課環境汚染対策室）
４　申請者の能力が次の基準に適合すること。

　(1)～(2)　（略）
　（(3)削除）

	土壌汚染対策法に基づく「申請に対する処分」に係る審査基準及び標準処理期間

（平成２２年１月４日設定）

（平成２２年４月１日改正）

（平成２７年４月１日改正）
（平成３０年４月１日改正）
（令和２年６月９日改正）
１～４（略）
５　「汚染土壌処理業の許可」（第２２条第１項）及び「汚染土壌処理業の変更の許可」（第２３条第１項）については、次のとおりとする。

※　審査基準　　　セメント製造施設に係るものについては、別紙１のとおりとする。
　　　　　　　　　上記以外の汚染土壌処理施設に係るものについては設定しない。
※　標準処理期間　設定しない
６～７　（略）
別紙１
汚染土壌処理業（セメント製造施設）の許可に係る審査基準
１～２　（略）
（新設）
３　汚染土壌処理施設の能力が次の基準に適合すること。
(1)～(6)　（略）
４　申請者の能力が次の基準に適合すること。

　(1)～(3)　（略）

　(4) 法第27条第１項に規定する措置を講ずるために必要となる費用の合計額以上の財産を有していること。
（新設）

別紙２
汚染土壌処理業の譲渡及び譲受、合併又は分割並びに相続の承認に係る審査基準

１　法第22条第３項第２号及び汚染土壌処理業に関する省令（平成21年環境省令第10号）第４条第２号に規定する基準に適合すること。

２　（略）
（新設）

３　申請者の能力が次の基準に適合すること。

　(1)～(2)　（略）
　(3) 法第27条第１項に規定する措置を講ずるために必要となる費用の合計額以上の財産を有していること。
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